
   国東市就業ムービング応援補助金交付要綱 

 

 平成 30 年 3 月 30 日  

 国東市告示第 22 号   

改正 令和元年 6月 28 日告示第 29 号 

改正 令和 2年 4月 1日告示第 56 号 

改正 令和 3年 3月 29 日告示第 43 号 

改正 令和 4年 3月 24 日告示第 39 号 

改正 令和 5年 3月 31 日告示第 25 号 

 

 (趣旨) 

第 1 条 この告示は、就業・起業のための移住促進を目的に、市内への転入をする者

に対し、予算の範囲内において国東市就業ムービング応援補助金(以下「補助金」

という。)を交付することに関し、国東市補助金等交付規則(平成 18 年国東市規則

第 62 号)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 (定義) 

第 2 条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 (1) 転入者 転入日の前 1年以上市内に住所を有していなかった者をいう。 

 (2) 転入日 住民台帳に記録された日をいう。 

 (3) 定住 国東市の住民基本台帳に記録された住所地に生活の本拠を置くことを

いう。 

 (4) 市税等 住民税及び国民健康保険税をいう。 

 (交付対象者) 

第 3 条 補助金の交付対象となる者は、次の各号のすべてに該当する者とする。 

 (1) 平成 30 年 4 月 1 日から令和 6年 3月 31 日までの間、就業・起業等のため国

東市に転入した者。ただし、就業・起業先は市外でも可とする。 

 (2) 交付対象者は転入日において 60 歳未満であること。ただし、起業については

その限りではない。 

 (3) 就業・起業するため又はしていることによる転入であり、転勤等による一時

的な転入ではないこと。 

 (4) 転入後、5年以上継続して市内に定住する見込みがあること。 

 (5) 前住地及び現住地自治体において市税等を滞納していないこと。 

 (6) 同一戸籍かつ同一世帯の中に、別表に定める補助又は助成を受けた者がいな

いこと。 

 (7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77 号)第 2

条第6項に規定する暴力団員ではない者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関

係を有しない者。 



 (8) 前住地において生活保護受給者でない者。 

 (9) 前各号に該当する者以外で、特に市長が認める者。 

2 前項の規定にかかわらず、本市に定住していないことが明らかである場合など、

市長が非助成対象者と認める者は、補助金の交付対象としないものとする。 

 (補助金等) 

第 4 条 補助の内容は引越補助とし、その交付額は次のとおりとする。 

 (1) 引越補助額は、就業・起業等により属する組織・事業者等で引越しに係る経

費を負担する制度がある場合、引越しに要した経費から事業者等負担分を差し引

いた額の 10 分の 10 以内(上限世帯 1人あたり 50 千円、最大 150 千円、千円未満

切捨て)で交付する。 

 (2) 引越補助の対象となるのは、民間の運送事業者が請負う事業とし、個人で行

ったものは除くものとする。 

 (交付申請) 

第 5 条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、国東市に住

民登録された日から起算して1年以内に国東市就業ムービング応援補助金交付申請

書(様式第 1号)に誓約書兼就業及び費用負担証明書(様式第 2号)の他、次に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 (1) 引越しに要した経費がわかる書類の写し(業者が発行する請求・領収書等) 

 (2) 世帯全員の住民票の写し 

 (3) 転入する世帯全員の市税等完納証明書(直近の証明書が他市町村で発行され

る場合は、その証明書) 

 (4) 戸籍の附票等(申請者の転入(予定)日以前 1年の住所地がわかるもの） 

 (5) その他市長が必要と認める書類 

 (交付決定) 

第 6 条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付する

ことを決定したときは、国東市就業ムービング応援補助金交付決定通知書(様式第 3

号)により、申請者に通知するものとする。 

 (補助金の請求等) 

第 7 条 前条の規定により補助金交付の決定を受けた者は、国東市就業ムービング応

援補助金交付請求書(様式第 4号)に、必要事項を記載して市長に請求するものとす

る。 

 (補助金の交付) 

第 8 条 市長は、前条の規定により請求があったときは、速やかに補助金を交付する

ものとする。 

 (交付決定の取消し及び補助金の返還等) 

第 9 条 市長は、補助金の交付決定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると

きは、補助金の交付決定を取り消し全額返納させることができる。 

 (1) この告示に規定する要件を満たさなくなったとき。 

http://www.city.kitsuki.lg.jp/d1w_reiki/424902500017000000MH/424902500017000000MH/424902500017000000MH_j.html#JUMP_SEQ_76
http://www.city.kitsuki.lg.jp/d1w_reiki/424902500017000000MH/424902500017000000MH/424902500017000000MH_j.html#JUMP_SEQ_78
http://www.city.kitsuki.lg.jp/d1w_reiki/424902500017000000MH/424902500017000000MH/424902500017000000MH_j.html#JUMP_SEQ_78
http://www.city.kitsuki.lg.jp/d1w_reiki/424902500017000000MH/424902500017000000MH/424902500017000000MH_j.html#JUMP_SEQ_80


 (2) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

 (3) その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

2 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合又は返還を求める

ときは、国東市就業ムービング応援補助金返還通知書(様式第 5号)により通知する

ものとする。 

 (事業実施期間) 

第 10 条 本事業は令和 7年 3月 31 日までの申請受付分を対象とする。 

 (委任) 

第 11 条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

   附 則 

 この告示は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則(令和元年 6月 28 日国東市告示第 25 号) 

 この告示は、令和元年 7月 1日から施行する。 

   附 則(令和 2年 4月 1日国東市告示第 56 号) 

 この告示は、公示の日から施行する。 

   附 則(令和 3年 3月 29 日国東市告示第 43 号) 

 この告示は、公示の日から施行する。 

   附 則(令和 4年 3月 24 日国東市告示第 39 号) 

 この告示は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

   附 則(令和 4年 3月 31 日国東市告示第 25 号) 

 この告示は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

 

別表(第 3条関係) 市が実施する補助又は助成一覧 

 (1) 空き家活用支援事業補助金 

 (2) あったか家族マイホーム新築・購入応援奨励金 

 (3) 移住シングルペアレント生活応援補助金 

 (4) Ｕターン支援住宅改修補助金 

 (5) 若者定着奨学金返還支援事業 

 


